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今月の税務
日　付 項　目 備考・コメント

１０月１０日（金）まで

１０月３１日（金）まで

①　源泉所得税および特別徴収住民税の納付（令和７年９月分）

②　法人の確定申告、納付、延納の届出（令和７年８月期分）
法人税・消費税・地方消費税・法人事業税（法人事業所税）・法人住民
税

③　申告期限延長承認法人の法人税確定申告
１カ月延長法人（令和７年７月期）
２カ月延長法人（令和７年６月期）
④　消費税・地方消費税の確定申告（１カ月ごと）（8月期）
⑤　消費税・地方消費税の確定申告（３カ月ごと）（２月、５月、８月、１１月
期）

⑥　法人の中間申告（半期・２月期）
法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・法人住民税

⑦　法人消費税の中間申告納付
直前期年税額４，８００万円超のとき　１カ月ごと（８月期を除く）
直前期年税額４００万円超のとき　３カ月ごと（２月、５月、１１月期）

①　源泉所得税には復興特別所得税の
額を含む。

②～⑦　法人の事業年度（課税期間）の
終了日は各月末日とする。

④、⑤　消費税課税期間の短縮特例は
適用後２年間継続が要件である。

の
れ
ん
の
非
償
却
に
つ
い
て
、作
成
者・

利
用
者
の
意
見
聴
取

─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ・の
れ
ん
非
償
却
公
聴
会

会　
　
計

去
る
９
月
３
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
、
第
５
５
４
回
企
業
会
計

基
準
委
員
会
（
第
２
回
「
の
れ
ん
の

非
償
却
の
導
入
及
び
の
れ
ん
償
却
費

計
上
区
分
の
変
更
」
に
関
す
る
公
聴

会
）
を
開
催
し
た
。

「
の
れ
ん
の
非
償
却
の
導
入
及
び
の

れ
ん
償
却
費
計
上
区
分
の
変
更
」
に

関
し
て
、
財
務
諸
表
の
作
成
者
お
よ

び
利
用
者
か
ら
意
見
を
聴
取
し
た
。

財
務
諸
表
作
成
者

次
の
財
務
諸
表
作
成
者
が
説
明
を

行
っ
た
。

・
山
崎
紘
彰
氏（
㈱
ソ
ラ
コ
ム Chief 

of Staff / Head of Corporate 
D

evelopm
ent

）

・
森
雄
志
氏
（
㈱Sm

artHR 

取
締

役 

Ｃ
Ｆ
Ｏ
）

・
間
下
直
晃
氏
（
㈱
ブ
イ
キ
ュ
ー
ブ 

代
表
取
締
役
社
長 

兼 

グ
ル
ー
プ

Ｃ
Ｅ
Ｏ
）

・
笠
井
真
氏
（
ス
ギ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン

グ
ス
㈱ 

執
行
役
員 

経
営
企
画
・

財
務
担
当
）

説
明
者
か
ら
は
、「
の
れ
ん
の
定

額
償
却
に
は
、会
計
上
の
利
益
圧
迫
、

成
長
戦
略
と
会
計
の
不
整
合
、
海
外

企
業
と
比
較
し
た
競
争
力
低
下
、
投

資
家
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
負

担
と
い
っ
た
課
題
が
あ
る
。
Ｉ
Ｆ
Ｒ

Ｓ
と
類
似
し
た
毎
期
の
減
損
テ
ス
ト

を
実
施
す
る
形
式
を
可
能
と
し
て
ほ

し
い
。
ま
た
、
短
期
案
と
し
て
、
の

れ
ん
償
却
費
を
販
管
費
で
は
な
く
、

営
業
外
費
用
な
ど
、
営
業
利
益
に
影

響
し
な
い
科
目
へ
変
更
す
る
こ
と
が

考
え
ら
れ
る
（
山
崎
氏
）」、「
の
れ

ん
の
定
期
償
却
が
機
械
的
な
費
用
配

分
に
と
ど
ま
り
、
統
合
の
成
果
や
Ｍ

＆
Ａ
の
成
否
が
財
務
諸
表
か
ら
読
み

取
り
に
く
く
、
経
営
責
任
を
曖
昧
に

す
る
傾
向
が
あ
る
。
非
償
却
・
減
損

テ
ス
ト
の
ほ
う
が
、
経
営
者
に
関
す

る
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
を
高
め
、

資
本
コ
ス
ト
を
意
識
し
た
規
律
あ
る

経
営
に
つ
な
が
る
（
森
氏
）」、「
の

れ
ん
の
償
却
は
、
毎
年
一
定
で
は
な

く
、
さ
ま
ざ
ま
な
要
因
に
よ
っ
て
上

下
す
る
も
の
（
笠
井
氏
）」、「
資
本

市
場
に
お
い
て
、
の
れ
ん
の
償
却
が

あ
る
た
め
に
、
作
成
し
た
財
務
諸
表

を
正
し
く
み
て
も
ら
え
て
い
な
い
の

が
問
題
（
間
下
氏
）」
な
ど
の
説
明

が
あ
っ
た
。

委
員
か
ら
、
選
択
制
の
是
非
に
つ

い
て
問
わ
れ
、
説
明
者
は
「
一
本
化

す
べ
き
で
あ
り
選
択
制
は
不
要
（
間

下
氏
）」、「
段
階
的
に
適
用
す
る
な
ら

あ
り
得
る（
笠
井
氏
）」と
回
答
し
た
。

委
員
か
ら
の
計
上
区
分
の
変
更
に

関
す
る
質
問
に
対
し
、
説
明
者
か
ら

「
の
れ
ん
の
非
償
却
へ
の
基
準
改
正

な
ど
に
時
間
が
か
か
る
な
ら
ば
、
そ

れ
ま
で
の
対
応
と
し
て
は
あ
り
得
る

（
間
下
氏
）」
と
の
回
答
が
あ
っ
た
。

ま
た
、
委
員
か
ら
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
並
み

の
減
損
テ
ス
ト
を
受
け
入
れ
ら
れ
る

か
聞
か
れ
、
説
明
者
は
「
毎
期
償
却

し
て
い
る
金
額
に
比
べ
れ
ば
、
減
損

テ
ス
ト
の
コ
ス
ト
は
誤
差
の
範
囲

（
間
下
氏
）」
と
回
答
し
た
。

財
務
諸
表
利
用
者

次
の
財
務
諸
表
利
用
者
が
説
明
を

行
っ
た
。

・
井
浦
広
樹
氏
（
り
そ
な
ア
セ
ッ
ト
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
㈱ 
株
式
運
用
部 

チ
ー

フ
・
フ
ァ
ン
ド
・
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
）

・
郷
治
友
孝
氏
（
一
般
社
団
法
人
日

本
ベ
ン
チ
ャ
ー
キ
ャ
ピ
タ
ル
協
会 

会
長
、
㈱
東
京
大
学
エ
ッ
ジ
キ
ャ

ピ
タ
ル
パ
ー
ト
ナ
ー
ズ 

代
表
取
締

役
社
長 

Ｃ
Ｅ
Ｏ
／
マ
ネ
ー
ジ
ン
グ

パ
ー
ト
ナ
ー
）

・
飯
沼
良
介
氏
（
一
般
社
団
法
人
日



情報ダイジェスト

経理情報●2025.10.1（No.1755）5

会
計・監
査・開
示

〝
来
し
方
行
く
末
〟

上
場
企
業
に
対
す
る
規
制
等
④
―
１

～
Ｃ
Ｇ
コ
ー
ド
⑶
～

公
認
会
計
士 

市
川　

育
義

Ｃ
Ｇ
コ
ー
ド
で
前
回
説
明
し
た
「
①

資
本
コ
ス
ト
等
を
意
識
し
た
経
営
」
に

続
い
て
注
目
さ
れ
る
項
目
は
、
適
切

な
情
報
開
示
と
透
明
性
の
確
保
を
求

め
る
【
基
本
原
則
３
】
で
あ
る
。

②
　
開
示
内
容
の
充
実

基
本
原
則
３
で
は
、
会
社
の
財
政

状
態
・
経
営
成
績
等
の
財
務
情
報
お

よ
び
経
営
戦
略
・
経
営
課
題
、
リ
ス

ク
や
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
係
る
情
報
等
の

非
財
務
情
報
の
充
実
、
任
意
開
示
へ

の
取
組
み
、
そ
し
て
最
後
に
わ
か
り

や
す
さ
と
い
っ
た
ポ
イ
ン
ト
が
示
さ
れ

て
い
る
。

実
際
に
経
営
上
実
施
し
て
い
な
い

事
項
は
開
示
書
類
に
お
い
て
具
体
的

に
説
明
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
と
も

に
、
外
部
の
チ
ェ
ッ
ク
も
働
く
た
め
、

開
示
内
容
の
充
実
は
経
営
の
規
律
づ

け
と
し
て
機
能
し
て
い
る
面
が
あ
る
と

思
わ
れ
る
。
実
に
う
ま
い
仕
掛
け
で

あ
る
と
思
う
が
、
投
資
家
か
ら
す
れ

ば
、
関
心
の
高
い
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
、

経
営
戦
略
、
事
業
リ
ス
ク
等
の
開
示

に
つ
い
て
具
体
性
が
乏
し
い
こ
と
は
、

経
営
の
レ
ベ
ル
の
低
さ
を
物
語
っ
て
い

る
と
い
う
こ
と
に
な
る
の
で
あ
ろ
う
。

近
年
を
振
り
返
る
と
、
法
定
開
示

書
類
で
あ
る
有
価
証
券
報
告
書
に
お

い
て
は
、
た
と
え
ば
、
次
の
よ
う
な

記
載
内
容
の
充
実
が
急
ピ
ッ
チ
で
行
わ

れ
て
き
た
。

【
ハ
イ
ラ
イ
ト
情
報
】

・
自
己
資
本
利
益
率
（
Ｒ
Ｏ
Ｅ
）

・
株
価
収
益
率
（
Ｐ
Ｅ
Ｒ
）

・
株
主
総
利
回
り
（
Ｔ
Ｓ
Ｒ
）

な
お
、
近
年
注
目
さ
れ
て
い
る

Ｐ
Ｂ
Ｒ
（
株
価
純
資
産
倍
率
）
の

開
示
が
見
当
た
ら
な
い
と
思
わ
れ

る
か
も
し
れ
な
い
が
、
Ｐ
Ｂ
Ｒ
は

Ｒ
Ｏ
Ｅ
×
Ｐ
Ｅ
Ｒ
で
あ
る
た
め
、

実
質
開
示
さ
れ
て
い
る
と
い
え
る
。

【
事
業
の
概
況
】

・
経
営
上
の
目
標
の
達
成
状
況
を
判

断
す
る
た
め
の
客
観
的
な
指
標

等
が
あ
る
場
合
に
は
、
経
営
者

が
経
営
成
績
等
を
ど
の
よ
う
に

分
析
・
検
討
し
て
い
る
か
の
説

明
・
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
考

え
方
及
び
取
組

【
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
の

状
況
等
】

・
取
締
役
会
等
の
活
動
状
況
（
各
種

委
員
会
活
動
等
を
含
む
）

・
役
員
報
酬
の
決
定
方
針
と
実
績

（
経
営
戦
略
と
の
関
係
性
）

・
政
策
保
有
株
式
の
保
有
状
況
（
定

量
的
な
保
有
効
果
等
）

以
上
の
よ
う
に
、
特
に
非
財
務
情

報
を
中
心
に
開
示
内
容
の
充
実
が
図

ら
れ
た
結
果
、
近
年
、
多
く
の
会
社

で
有
価
証
券
報
告
書
の
ペ
ー
ジ
数
が

１
０
０
ペ
ー
ジ
を
優
に
超
え
る
な
ど
、

開
示
量
の
著
し
い
増
加
が
見
受
け
ら

れ
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
わ
か
り
や
す
さ

と
い
う
点
で
は
、
有
価
証
券
報
告
書

は
法
定
開
示
書
類
と
の
位
置
づ
け
か

ら
、
自
由
演
技
を
す
る
に
は
ハ
ー
ド

ル
が
高
く
、
ま
た
、
任
意
開
示
書
類

で
あ
る
統
合
報
告
書
や
Ｅ
Ｓ
Ｇ
レ
ポ
ー

ト
な
ど
と
の
関
係
整
理
の
必
要
性
も

年
々
高
ま
っ
て
お
り
、
関
連
部
署
の
統

合
に
も
影
響
す
る
な
ど
、
解
決
す
べ

き
課
題
も
多
い
。

こ
う
し
た
な
か
、
有
価
証
券
報
告

書
の
重
要
性
を
再
認
識
し
、
統
合
報

告
書
等
の
任
意
開
示
書
類
は
廃
止
し

て
そ
の
内
容
を
有
価
証
券
報
告
書
に

集
約
す
る
事
例
や
、
任
意
開
示
書
類

は
あ
く
ま
で
も
有
価
証
券
報
告
書
を

補
足
す
る
位
置
づ
け
と
し
て
、
機
関

投
資
家
向
け
に
詳
細
な
Ｅ
Ｓ
Ｇ
関
連

デ
ー
タ
等
を
別
途
開
示
し
た
り
、
一

般
投
資
家
向
け
に
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
版
と

し
て
開
示
し
た
り
す
る
な
ど
、
実
務

上
さ
ま
ざ
ま
な
対
応
が
検
討
さ
れ
て

い
る
。

た
だ
、
現
在
、
こ
う
し
た
開
示
書

類
間
の
関
係
整
理
の
動
き
に
対
し
て
、

２
つ
の
大
き
な
難
題
が
待
ち
構
え
て
い

る
。
次
回
は
こ
れ
を
取
り
上
げ
る
。

本
プ
ラ
イ
ベ
ー
ト
・
エ
ク
イ
テ
ィ

協
会 

会
長
）

説
明
者
か
ら
は
「
の
れ
ん
の
定
期

償
却
は
日
本
の
Ｍ
＆
Ａ
マ
ー
ケ
ッ
ト

が
成
長
し
な
い
阻
害
要
因
の
１
つ
。

日
本
基
準
の
の
れ
ん
の
定
期
償
却
を

廃
止
し
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
の
れ
ん
の
考

え
方
に
移
行
し
て
い
く
べ
き
。
移
行

に
際
し
て
は
あ
る
一
定
の
移
行
期
間

を
設
け
る
こ
と
や
減
損
処
理
の
透
明

性
を
高
め
る
べ
く
ル
ー
ル
の
明
確
化

を
提
言
す
る
（
飯
沼
氏
）」、「
ス
タ
ー

ト
ア
ッ
プ
が
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
を
買

収
す
る
場
合
で
も
必
ず
の
れ
ん
を
償

却
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
現
行
の
会

計
制
度
を
見
直
す
こ
と
を
提
言
す
る

（
郷
治
氏
）」、「
の
れ
ん
の
償
却
に
よ

り
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
適
用
企
業
に
比
し
て

Ｍ
＆
Ａ
後
の
収
益
性
が
悪
く
み
え
る

（
井
浦
氏
）」な
ど
の
説
明
が
さ
れ
た
。

委
員
か
ら
、
選
択
制
の
是
非
に
つ

い
て
問
わ
れ
、
説
明
者
か
ら
「
反
対

だ
が
、
移
行
期
間
は
選
択
制
も
あ
り

（
飯
沼
氏
）」、「
選
択
制
も
あ
り
だ

が
、
開
示
の
義
務
づ
け
は
必
要
（
郷

治
氏
）」
と
の
回
答
が
あ
っ
た
。

ま
た
、
委
員
か
ら
の
計
上
区
分
の

変
更
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
説
明

者
は
「
反
対
。
マ
ー
ケ
ッ
ト
は
Ｅ
Ｐ

Ｓ
に
反
応
し
て
お
り
、
い
い
解
決
策

で
な
い
（
飯
沼
氏
）」
と
回
答
し
た
。

＊

９
月
18
日
開
催
予
定
の
第
３
回
で

は
、
監
査
人
と
学
識
経
験
者
か
ら
意

見
聴
取
を
行
う
予
定
。

金
融
資
産
の
減
損
に
関
す
る
基
準
改
正

の
適
用
時
期
、検
討
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ

会　
　
計

去
る
９
月
３
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
、
第
５
５
５
回
企
業
会
計

基
準
委
員
会
を
開
催
し
た
。

主
な
審
議
事
項
は
以
下
の
と
お
り
。

金
融
資
産
の
減
損

金
融
資
産
の
減
損
に
関
す
る
会
計

基
準
の
開
発
に
関
し
て
、
第
２
４
４

回
金
融
商
品
専
門
委
員
会
（
２
０
２
５

年
９
月
20
日
号
（
№
１
７
５
４
）
情

報
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
に
引
き
続

き
、
次
の
論
点
に
関
し
て
検
討
が
行

わ
れ
た
。

⑴　
適
用
時
期
の
検
討

今
回
の
金
融
商
品
会
計
基
準
等
の

改
正
に
お
け
る
適
用
時
期
を
定
め
る

あ
た
り
、
考
慮
す
べ
き
事
項
に
つ
い

て
検
討
が
行
わ
れ
た
。

事
務
局
か
ら
、
財
務
諸
表
作
成
者

に
お
け
る
準
備
期
間
、
国
際
的
な
会

計
基
準
の
適
用
時
期
か
ら
の
乖
離
、
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関
連
諸
制
度
と
の
関
係
に
つ
い
て
の

分
析
が
示
さ
れ
た
。

な
お
、
今
回
の
改
正
は
金
融
機
関

に
対
す
る
影
響
が
大
き
い
た
め
、
金

融
当
局
の
金
融
機
関
に
対
す
る
監
督

の
観
点
か
ら
、
前
回
の
専
門
委
員
会

で
金
融
庁
監
督
局
の
担
当
者
に
よ
る

説
明
が
あ
り
、「
３
年
以
上
の
期
間

が
置
か
れ
る
必
要
性
が
極
め
て
高

い
」
と
の
見
解
が
聞
か
れ
た
旨
が
報

告
さ
れ
た
。

ま
た
、
事
務
局
か
ら
早
期
適
用
を

認
め
る
方
向
性
が
示
さ
れ
た
。

委
員
か
ら
は
、「
準
備
期
間
を
３

年
以
上
取
る
こ
と
に
賛
成
」
な
ど
の

意
見
が
聞
か
れ
た
。
次
回
以
降
、
事

務
局
か
ら
具
体
的
な
期
間
を
提
案
さ

れ
、
検
討
が
行
わ
れ
る
予
定
。

⑵　
文
案
等
の
検
討

予
想
信
用
損
失
適
用
指
針
、
金
融

商
品
会
計
基
準
、
金
融
商
品
実
務
指

針
等
の
ほ
か
、
時
価
開
示
適
用
指
針

に
つ
い
て
「
破
産
更
生
債
権
等
」
に

関
す
る
記
載
を
削
除
す
る
な
ど
の
他

基
準
修
正
、
コ
メ
ン
ト
募
集
文
書
の

文
案
が
示
さ
れ
、審
議
が
行
わ
れ
た
。

バ
ー
チ
ャ
ル
Ｐ
Ｐ
Ａ

第
１
７
１
回
実
務
対
応
専
門
委
員

会
（
２
０
２
５
年
９
月
20
日
号
（
№

１
７
５
４
）
情
報
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参

照
）
に
引
き
続
き
、
バ
ー
チ
ャ
ル
Ｐ

Ｐ
Ａ
に
関
す
る
実
務
対
応
報
告
公
開

草
案
70
号
「
非
化
石
価
値
の
特
定
の

購
入
取
引
に
お
け
る
需
要
家
の
会

計
処
理
に
関
す
る
当
面
の
取
扱
い

（
案
）」
に
寄
せ
ら
れ
た
コ
メ
ン
ト
へ

の
対
応
が
審
議
さ
れ
た
。

今
回
は
、特
定
卸
供
給
事
業
者（
ア

グ
リ
ゲ
ー
タ
ー
）
等
が
関
わ
る
取
引

に
つ
い
て
の
検
討
が
行
わ
れ
た
。

公
開
草
案
で
は
、
そ
の
適
用
範
囲

を
「
発
電
事
業
者
と
需
要
家
の
相
対

の
契
約
」と
し
て
お
り
、ア
グ
リ
ゲ
ー

タ
ー
が
関
わ
る
取
引
に
つ
い
て
は
特

段
言
及
し
て
い
な
い
。
そ
の
た
め
、

「
発
電
事
業
者
」
に
該
当
し
な
い
ア

グ
リ
ゲ
ー
タ
ー
と
の
相
対
契
約
等
の

場
合
に
適
用
対
象
と
な
る
か
、
ア
グ

リ
ゲ
ー
タ
ー
を
介
し
た
取
引
や
小
売

電
気
事
業
者
を
含
め
た
三
者
契
約
も

範
囲
に
含
ま
れ
る
か
、
と
い
っ
た
コ

メ
ン
ト
が
寄
せ
ら
れ
て
い
た
。

こ
れ
を
受
け
て
、
事
務
局
か
ら
、

次
の
提
案
が
示
さ
れ
た
。

⑴　
パ
タ
ー
ン
１

発
電
事
業
者
と
需
要
家
の
間
で

バ
ー
チ
ャ
ル
Ｐ
Ｐ
Ａ
が
締
結
さ
れ
る

と
と
も
に
、
発
電
事
業
者
と
ア
グ
リ

ゲ
ー
タ
ー
の
間
で
電
力
の
売
買
契
約

が
締
結
さ
れ
る
場
合

→
特
段
の
対
応
は
行
わ
な
い
。

⑵　
パ
タ
ー
ン
２

発
電
事
業
者
と
ア
グ
リ
ゲ
ー
タ
ー

の
間
で
電
力
の
売
買
契
約
が
締
結
さ

れ
、
ア
グ
リ
ゲ
ー
タ
ー
と
需
要
家
の

間
で
バ
ー
チ
ャ
ル
Ｐ
Ｐ
Ａ
が
締
結
さ

れ
る
場
合

→
需
要
家
に
生
じ
る
権
利
お
よ
び

義
務
が
本
公
開
草
案
の
適
用
範
囲
と

し
た
契
約
か
ら
生
じ
る
も
の
と
同
一

視
で
き
る
と
考
え
ら
れ
る
一
定
の
要

件
を
定
め
、
当
該
要
件
を
満
た
す
契

約
を
本
実
務
対
応
報
告
の
適
用
範
囲

に
含
め
る
。

ま
た
、
当
該
契
約
に
本
実
務
対
応

報
告
を
適
用
す
る
に
あ
た
っ
て
、「
国

に
よ
る
電
力
量
の
認
定
時
点
」
の
定

義
（
本
公
開
草
案
３
項
⑷
）
と
対
価

の
差
金
決
済
を
行
う
場
合
の
取
扱
い

（
本
公
開
草
案
６
項
）
に
お
け
る
「
発

電
事
業
者
」
を
「
特
定
卸
供
給
事
業

者
」
と
読
み
替
え
る
。

＊

委
員
か
ら
は
、
特
段
の
異
論
は
聞

か
れ
な
か
っ
た
。

期
中
会
計
基
準
案
の
コ
メ
ン
ト
対
応

第
５
５
３
回
親
委
員
会
（
２
０
２
５

年
９
月
10
日
号
（
№
１
７
５
３
）
情

報
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
に
引
き
続

き
、
企
業
会
計
基
準
公
開
草
案
83
号

「
期
中
財
務
諸
表
に
関
す
る
会
計
基

準
（
案
）」
等
に
寄
せ
ら
れ
た
コ
メ
ン

ト
へ
の
対
応
案
の
検
討
が
行
わ
れ
た
。

前
回
聞
か
れ
た
意
見
を
も
と
に
、

固
定
資
産
の
減
損
と
切
放
し
法
と

の
関
係
を
追
記
す
る
な
ど
の
修
正
を

行
っ
た
コ
メ
ン
ト
対
応
案
が
示
さ
れ
、

特
段
の
異
論
は
聞
か
れ
な
か
っ
た
。

次
回
文
案
を
検
討
す
る
予
定
。

訂正報告書に含まれる財務諸表等の監査

訂正後の財務諸表に対する監査を実施する際、内部調
査委員会または第三者委員会の調査結果を利用すること
がある。調査結果を利用する場合、監査人が調査報告書
のみをもって十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
することは適切ではなく、調査結果の利用の程度に応じ
て、監査人自らが当該委員会の入手した証拠の閲覧、当該
委員会の調査に対する再実施等を実施しなければならな
い。
内部調査委員会の調査が利用できるかを判断するにあ

たり、内部調査委員会の客観性、専門的能力、専門職とし
ての正当な注意を払い調査を実施しているかどうか、監査
人と有効なコミュニケーションを行うことができるかどう
か、内部調査委員会による調査の元となる根拠資料等を
監査人が入手できるかどうかを評価し、監査調書に記載
することが求められる。また、内部調査委員会の調査結果
が適切かどうかを判断するため、評価することが求められ
ている。

法人税、住民税及び事業税等

当事業年度の所得等に対する法人税、住民税及び事業
税等については、①企業の純資産に対する持分所有者と
の直接的な取引のうち、損益に反映されないものに対して
課される当事業年度の所得に対する法人税、住民税及び
事業税等、および②資産または負債の評価替えにより生
じた評価差額等に対して課される当事業年度の所得に対
する法人税、住民税及び事業税等を除き、法令に従い算定
した額を損益に計上する。
上記①の当事業年度の所得に対する法人税、住民税及

び事業税等については、純資産の部の株主資本の区分に
計上する。具体的には、当該法人税、住民税及び事業税等
を株主資本の対応する内訳項目から削除する。
上記②については、個別財務諸表上、純資産の部の評

価・換算差額等の区分に計上し、連結財務諸表上、その他
の包括利益で認識したうえで純資産の部その他の包括利
益累計額の区分に計上する。
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この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考

2025年
9月5日

スタートアップ企業等
への成長資金供給等に
関する懇談会 報告書

（2025年9月報告）

日本証券業
協会

政府の「スタートアップ育成5か年計画」や「規制改革実施計画」等において、わが国のス
タートアップ等の企業について、非上場株式の発行市場および流通市場を活性化させるこ
とを通じて、円滑な資金調達の途を確保する必要があるとして、金融庁と日本証券業協会が
設置した懇談会にて行われた、市場関係者のニーズ等に基づく非上場株式の取引制度の課
題等に関する議論を取りまとめたもの。スタートアップ企業等への資金供給等のあり方や、
KGI・参考指標、大規模投資家等などに関する論点について提言を行っている。
https://www.jsda.or.jp/about/kaigi/chousa/startup/file/startup_houkokusho_0905.
pdf

政
界
発
言
の
波
紋
で
問
わ
れ
る
日
銀
の

裁
量
余
地

金　
　
融

日
本
株
価
は
米
株
価
に
追
随
で
き
る
か

証　
　
券

自
民
党
の
河
野
太
郎
氏
が
、
日
銀

は
利
上
げ
を
検
討
す
べ
き
だ
と
の
見

解
を
示
し
た
。
９
月
９
日
の
ブ
ル
ー

ム
バ
ー
グ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
で
同
趣

旨
を
発
言
し
て
い
る
。
従
来
、
政

府
・
与
党
関
係
者
が
日
銀
の
金
融
政

策
に
直
接
言
及
す
る
例
は
少
な
く
、

一
連
の
発
言
は
市
場
に
波
紋
を
広
げ

た
。
実
際
、
報
道
直
後
に
ド
ル
・
円

相
場
は
一
時
１
４
７
円
台
半
ば
か
ら

１
４
６
円
台
前
半
へ
と
円
高
に
振
れ

た
。
債
券
市
場
で
は
長
期
金
利
の
上

昇
警
戒
が
強
ま
り
、
株
式
市
場
で
も

銀
行
株
が
買
わ
れ
る
一
方
、
輸
出
関

連
株
は
円
高
懸
念
で
上
値
が
重
く
な

る
な
ど
、
反
応
は
複
雑
で
あ
っ
た
。

背
景
に
は
物
価
の
高
止
ま
り
が
あ

る
。
総
務
省
が
公
表
し
た
７
月
の
消

費
者
物
価
指
数
（
Ｃ
Ｐ
Ｉ
）
は
前
年

同
月
比
３
％
台
の
上
昇
を
続
け
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
に
加
え
食
料
品
や
サ
ー
ビ

ス
分
野
に
も
波
及
が
み
ら
れ
る
。
た

だ
し
、
賃
金
の
回
復
は
限
定
的
か
つ

短
期
間
に
と
ど
ま
り
、
実
質
所
得
は

な
お
弱
い
。
消
費
支
出
も
持
ち
直

し
つ
つ
あ
る
が
力
強
さ
を
欠
い
て
お

り
、
需
要
が
弱
い
に
も
か
か
わ
ら
ず

物
価
上
昇
は
続
い
て
い
る
。
こ
の
た

め
「
一
時
的
」
と
さ
れ
て
き
た
上
昇

９
月
に
入
っ
て
も
、
世
界
の
株
価

は
ゆ
る
や
か
な
上
昇
基
調
を
維
持
し

て
い
る
。
世
界
経
済
の
成
長
鈍
化
は

す
で
に
始
ま
っ
て
お
り
、
こ
れ
か
ら

さ
ら
に
そ
の
傾
向
が
強
ま
る
こ
と
が

予
想
さ
れ
る
な
か
で
、
株
価
の
好
調

は
意
外
だ
と
受
け
止
め
る
見
方
が
多

い
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

し
か
し
、
米
株
価
は
関
税
引
上
げ

に
よ
る
物
価
上
昇
、
経
済
活
動
の
鈍

化
に
よ
る
雇
用
情
勢
の
悪
化
が
伝
え

ら
れ
て
も
揺
る
が
な
い
。
米
連
邦
準

備
制
度
理
事
会
（
Ｆ
Ｒ
Ｂ
）
の
利
下

げ
が
よ
り
確
実
に
な
る
だ
け
だ
と
信

じ
て
い
る
の
で
あ
る
。
パ
ウ
エ
ル
Ｆ

Ｒ
Ｂ
議
長
が
行
っ
た
８
月
の
ジ
ャ
ク

ソ
ン
ホ
ー
ル
演
説
は
、
９
月
の
米
連

邦
公
開
市
場
委
員
会
（
Ｆ
Ｏ
Ｍ
Ｃ
）

で
利
下
げ
す
る
こ
と
を
市
場
に
告
げ

る
も
の
で
あ
っ
た
。

米
市
場
は
、
利
下
げ
後
も
実
体
経

済
が
好
転
し
な
い
よ
う
で
あ
れ
ば
、

次
の
利
下
げ
期
待
を
強
め
る
だ
け
だ

ろ
う
。
利
下
げ
を
望
む
ト
ラ
ン
プ
大

統
領
は
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
理
事
の
利
下
げ
積

極
派
の
登
用
を
行
っ
て
い
る
。

米
株
式
市
場
は
経
済
実
態
が
多
少

悪
化
し
て
も
、
金
融
政
策
に
よ
っ
て

株
価
を
維
持
で
き
る
よ
う
に
思
わ
れ

る
。
米
株
価
が
過
大
評
価
さ
れ
て
い

が
定
着
す
る
懸
念
が
増
し
て
い
る
。

こ
う
し
た
な
か
で
、
政
界
か
ら
金

融
政
策
修
正
論
が
表
面
化
し
た
格
好

だ
が
、
河
野
氏
の
見
解
は
あ
く
ま
で

一
議
員
と
し
て
の
も
の
で
、
た
だ
ち

に
政
策
変
更
を
意
味
す
る
わ
け
で
は

な
い
。
し
か
し
、
市
場
が
過
敏
に
反

応
し
た
背
景
に
は
い
く
つ
か
の
事
情

が
あ
る
。
日
銀
が
国
債
を
大
量
に
保

有
し
て
い
る
た
め
流
動
性
が
低
下

し
、
小
さ
な
発
言
で
も
金
利
が
大
き

く
動
き
や
す
い
。
さ
ら
に
短
期
金
利

の
引
上
げ
は
付
利
収
入
を
通
じ
て
銀

行
収
益
を
押
し
上
げ
る
効
果
が
あ
る

た
め
、
金
融
株
が
買
わ
れ
や
す
い
。

加
え
て
米
国
で
は
利
下
げ
観
測
が
浮

上
し
て
お
り
、
日
銀
が
動
か
な
く
て

も
日
米
金
利
差
の
縮
小
を
通
じ
て
円

高
が
進
む
可
能
性
が
あ
る
。

こ
れ
ら
複
数
の
要
因
が
重
な
り
、

発
言
の
影
響
力
を
必
要
以
上
に
増
幅

さ
せ
た
面
も
否
定
で
き
な
い
。
つ
ま

り
、
日
銀
の
裁
量
余
地
は
み
か
け
よ

り
狭
く
、
政
策
判
断
は
難
し
さ
を
増

し
て
い
る
。

物
価
上
昇
下
で
の
緩
和
姿
勢
の
維

持
が
問
わ
れ
る
な
か
、
河
野
氏
の
発

言
は
そ
の
議
論
が
政
界
に
波
及
し
た

こ
と
を
反
映
し
て
い
る
。

る
と
い
う
捉
え
方
が
強
ま
っ
て
く
る

こ
と
、
あ
る
い
は
現
在
の
米
株
価
を

支
え
て
い
る
Ｉ
Ｔ
テ
ッ
ク
株
の
勢
い

が
止
ま
り
崩
落
す
る
こ
と
が
あ
れ

ば
、
米
株
価
は
屈
折
す
る
可
能
性
が

あ
る
と
い
え
よ
う
。

米
株
価
が
堅
調
で
あ
れ
ば
、
他
の

市
場
も
基
本
的
に
米
市
場
に
追
随
し

て
堅
調
を
維
持
す
る
こ
と
は
可
能
で

あ
ろ
う
。
も
ち
ろ
ん
、
関
税
引
上
げ

の
影
響
は
、
地
域
、
国
に
よ
っ
て
異

な
る
た
め
、
株
価
へ
の
影
響
も
異

な
っ
て
く
る
。
関
税
率
15
％
の
日
本

は
、
相
互
関
税
に
よ
る
損
失
は
巨
大

な
も
の
に
は
な
ら
な
い
と
の
感
触
が

広
が
っ
て
き
つ
つ
あ
る
。
対
米
輸
出

の
中
心
、
自
動
車
産
業
で
は
そ
の
気

配
が
強
ま
っ
て
き
た
よ
う
に
思
わ
れ

る
。と

な
る
と
、
こ
れ
か
ら
日
本
株
価

は
米
株
価
に
追
随
し
て
い
け
る
可
能

性
は
あ
る
と
い
え
そ
う
だ
。
懸
念
さ

れ
る
の
は
、
日
米
の
中
央
銀
行
の
政

策
ス
タ
ン
ス
が
、
米
Ｆ
Ｒ
Ｂ
は
利
下

げ
、
日
本
銀
行
は
利
上
げ
と
真
逆
に

な
っ
て
い
る
こ
と
だ
。
両
国
の
実
体

経
済
、
金
融
経
済
の
推
移
か
ら
す
る

と
、
日
銀
は
政
策
ス
タ
ン
ス
を
変
え

ざ
る
を
得
な
い
の
か
も
し
れ
な
い
。


